
日
本
共
産
党
甲
府
市
議
団

ご
意
見
、
生
活
相
談
な
ど
は
℡
２
２
６-

４
９
９
１
ま
で
お
寄
せ
く
だ
さ
い

日本共産党甲府市議団ニュース（平成 29 年 12 月定例会市政活動報告書）

重度心身障がい者の医療費助成
窓口無料方式の復活を

（古上条町在住）
内藤しろう

（朝日在住）
清水ひでとも

木内なおこ
（山宮町在住）

日本共産党
甲府市議団
ニ ュ ー ス
（市政活動報告書）
日本共産党甲府市議団
〒400-0041
甲府市上石田4-18-10
電話 055（226）4991

12
月
議
会

　

有
期
雇
用
で
通
算
５
年
働

い
た
労
働
者
が
、
希
望
す
れ

ば
無
期
雇
用
に
転
換
で
き
る

と
い
う
無
期
転
換
申
込
権
が

４
月
か
ら
発
生
し
ま
す
。
し

か
し
、
あ
ま
り
知
ら
れ
て
い

ま
せ
ん
。

　

権
利
を
行
使
さ
せ
な
い
た

め
の
雇
い
止
め
の
動
き
も
出

て
い
ま
す
。
空
白
期
間
を
設

け
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
契
約

無
期
転
換
ル
ー
ル
周
知
を

が
５
年
に
達
す
る
の
を
妨
げ

る
脱
法
的
手
法
が
、
大
手
自

動
車
産
業
や
国
立
大
学
法
人

で
問
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

代
表
質
問
で
、「
無
期
転

換
ル
ー
ル
」
に
つ
い
て
、
市

と
し
て
も
周
知
を
図
る
こ
と

を
求
め
ま
し
た
。

　

市
は
、
１
月
の
「
広
報
こ

う
ふ
」
や
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
、市
が
作
成
し
て
い
る「
は

　

リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
建
設

で
、
中
道
地
区
住
民
か
ら
、

騒
音
対
策
は
防
音
壁
で
は
な

く
、
防
音
防
災
フ
ー
ド
で
、

と
要
望
が
出
て
い
ま
す
。

　

Ｊ
Ｒ
東
海
は
、
こ
の
地
域

に
は
「
ま
と
ま
っ
た
住
居
は

存
在
し
な
い
」
と
し
て
、
防

音
壁
で
対
応
し
よ
う
と
し
て

い
ま
す
。
山
梨
県
は
、「
走

る
リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
の

『
見
え
る
化
』
は
観
光
資
源
」

と
い
っ
て
い
ま
す
。

　

代
表
質
問
で
、「
現
状
の

住
居
分
布
や
土
地
利
用
状
況

を
考
え
れ
ば
本
来
、
フ
ー
ド

フ
ー
ド
設
置
で
騒
音
対
策
を

で
覆
う
べ
き
区
間
で
す
。
市

と
し
て
、
Ｊ
Ｒ
東
海
と
県
に

た
い
し
て
『
フ
ー
ド
化
』
を

求
め
る
べ
き
」
と
指
摘
し
ま

し
た
。

　

市
は
、「
地
域
住
民
の
生

活
が
最
優
先
さ
れ
る
べ
き
と

考
え
、
県
に
は
防
音
防
災

フ
ー
ド
の
設
置
に
つ
な
が
る

住
宅
地
域
に
相
当
す
る
地
域

指
定
を
、
Ｊ
Ｒ
東
海
に
は
地

域
住
民
の
理
解
が
得
ら
れ
る

よ
う
な
対
策
を
求
め
て
い

く
」
と
、
前
向
き
に
答
弁
し

ま
し
た
。

　

本
人
や
扶
養
家
族
が
障
が

い
者
に
該
当
す
れ
ば
、
障
害

者
控
除
に
よ
っ
て
、所
得
税
、

住
民
税
の
課
税
所
得
を
減
ら

す
こ
と
が
で
き
ま
す
。
控
除

額
は
、「
障
害
者
控
除
」で
は
、

所
得
税
で
１
人
27
万
円
、
住

民
税
で
26
万
円
。
障
が
い
が

重
い
「
特
別
障
害
者
控
除
」

は
所
得
税
で
40
万
円
、
住
民

税
で
30
万
円
。
同
居
の
扶
養

家
族
が
「
特
別
障
害
者
」
の

場
合
に
は
、
所
得
税
で
75
万

円
、住
民
税
で
53
万
円
で
す
。

「
手
帳
」
な
く
て
も

税
金
減
ら
せ
る

　

障
害
者
手
帳
な
ど
を
交
付

さ
れ
て
い
な
く
て
も
、
65
歳

以
上
の
人
で
、
市
長
が
「
障

が
い
者
に
準
ず
る
」
と
認
定

し
、
障
害
者
控
除
対
象
者
認

定
書
を
発
行
し
た
人
は
、
障

害
者
控
除
を
受
け
る
こ
と
が

障
害
者
控
除
対
象
者
認
定
書
の

自
動
発
行
を

で
き
ま
す
。

　

し
か
し
、
申
請
を
し
な
け

れ
ば
、
同
認
定
書
は
発
行
さ

れ
ま
せ
ん
。

　

一
般
質
問
で
、
埼
玉
県
の

３
市
の
例
な
ど
を
示
し
、
同

認
定
書
を
、
対
象
と
考
え
ら

れ
る
人
に
自
動
発
行
す
る
こ

と
を
求
め
ま
し
た
。

　

市
は
、「
他
都
市
の
状
況

な
ど
に
つ
い
て
、
調
査
・
研

究
し
ま
す
」
と
答
弁
し
ま
し

た
。広

報
の
記
事
を
改
善

　
「
広
報
こ
う
ふ
」
２
０
１

７
年
１
月
号
に
は
、
重
度
障

が
い
者
に
準
ず
る
と
認
め
ら

れ
る
方
だ
け
が
同
認
定
書
の

対
象
と
読
め
る
記
述
が
あ
っ

た
の
で
、
一
般
質
問
で
指
摘

し
ま
し
た
。
２
０
１
８
年
１

月
号
の
記
事
で
は
改
善
さ
れ

ま
し
た
。

　

長
年
の
運
動
の
成
果
で
、

２
０
０
８
年
に
、
山
梨
県
重

度
心
身
障
害
者
医
療
費
助
成

が
窓
口
無
料
化
さ
れ
ま
し

た
。
し
か
し
、
２
０
１
４
年

に
償
還
払
い
に
後
退
し
、
病

院
や
薬
局
で
、
い
っ
た
ん
自

己
負
担
分
を
支
払
わ
な
け
れ

ば
な
ら
な
く
な
り
ま
し
た
。

　

昨
年
11
月
、
窓
口
無
料
方

式
の
復
活
を
求
め
る
９
８
８

７
人
の
署
名
が
、
県
へ
提
出

さ
れ
ま
し
た
。
署
名
は
、
１

カ
月
ほ
ど
で
集
ま
り
ま
し

た
。
運
動
は
急
速
に
広
が
っ

て
い
ま
す
。

　

当
事
者
や
家
族
の
方
た
ち

か
ら
は
、「
医
療
費
が
返
っ

て
く
る
と
い
っ
て
も
、
手
元

に
お
金
が
な
い
の
で
、
病
院

に
行
け
な
く
な
っ
た
」「
入

重
度
心
身
障
が
い
者
の
医
療
費
助
成

窓
口
無
料
方
式
の
復
活
を

︱
︱
︱ 

署
名
は
９
千
人
超
え
る

た
ら
く
者
の

サ
ポ
ー
ト
ガ

イ
ド
」
へ
の

掲
載
と
、
市

が
関
係
す
る

諸
団
体
へ
の

周
知
を
約
束

し
ま
し
た
。

院
や
薬
代
な
ど
、
高
額
の
と

き
は
苦
し
い
」
な
ど
、
切
実

な
声
が
あ
が
っ
て
い
ま
す
。

　

一
般
質
問
で
、「
窓
口
無

料
方
式
の
復
活
を
、
市
と
し

て
、県
へ
求
め
る
べ
き
で
す
。

県
が
復
活
さ
せ
な
い
場
合
に

は
、
本
市
独
自
に
復
活
を
」

と
迫
り
ま
し
た
。

　

市
は
、「
窓
口
無
料
方
式

に
よ
る
公
的
負
担
制
度
の
確

立
に
つ
い
て
は
、引
き
続
き
、

県
を
通
じ
て
国
に
要
望
し
ま

す
」
と
答
え
る
に
と
ど
ま
り

ま
し
た
。

重度障害者医療費助成の窓口無料方式の復活を求
める署名提出＝昨年１１月２８日、県庁

リニア

広報こうふに掲載された、無
期転換ルールについての記事
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大学生の就職事情について山
梨学院大学（上段左）、県立
大学（同右）で聞き取りました。
（下段左から）甲府民商の申
し入れ、甲府市介護保険をよ
くする会の対市交渉、県民大
運動の自治体キャラバンに参
加。いずれも昨年１１月

　

国
民
健
康
保
険
（
国
保
）

加
入
世
帯
の
平
均
所
得
が
落

ち
込
む
な
か
、
国
庫
負
担
率

が
引
き
下
げ
ら
れ
、
市
町
村

国
保
の
運
営
に
困
難
が
持
ち

込
ま
れ
て
き
ま
し
た
。

　

１
９
８
４
年
の
法
改
定
の

結
果
、
１
９
８
０
年
代
前
半

に
は
50
％
だ
っ
た
、
国
保
の

総
会
計
に
占
め
る
国
庫
支
出

金
の
割
合
は
、
２
０
１
５
年

度
に
は
20
・
３
％
に
ま
で
下

が
り
ま
し
た
。

　

甲
府
市
で
も
、
国
保
事
業

は
、
実
質
収
支
で
赤
字
が
続

い
て
い
ま
す
が
、
平
成
28
年

度
は
、
単
年
度
収
支
で
６
億

円
余
の
黒
字
と
な
り
、
実
質

収
支
に
お
け
る
マ
イ
ナ
ス

は
、
前
年
度
の
４
割
弱
で
あ

る
約
４
億
円
へ
と
減
り
ま
し

た
。
さ
ら
に
来
年
度
に
お
い

て
は
、
高
額
な
新
薬
の
薬
価

の
引
き
下
げ
な
ど
が
検
討
さ

国
保
料
引
き
下
げ
を

れ
て
い
ま
す
。

　

一
般
質
問
で
、「
国
保
料

を
下
げ
る
条
件
は
広
が
っ
て

い
る
」
と
指
摘
し
、
財
政
調

整
基
金
の
一
部
も
活
用
し

て
、
国
保
料
を
１
世
帯
当
た

り
１
万
円
下
げ
る
よ
う
求
め

ま
し
た
。

小
規
模
事
業
者
の
要
望
把
握
を

　

全
国
商
工
団
体
連
合
会

が
２
０
１
５
年
に
実
施
し

た
「
経
営
・
暮
ら
し
・
健

康
の
向
上
調
査
」（
全
国

７
６
８
０
６
人
が
回
答
、
従

業
者
１
～
４
人
の「
生
業
型
」

が
85
・
７
％
）に
よ
る
と
、「
税

金
、
社
会
保
険
料
を
期
限
内

に
払
え
て
い
な
い
、
分
割

納
付
を
し
て
い
る
」
は
21
・

０
％
。

　
「
今
後
の
経
営
で
必
要
だ

と
思
う
こ
と
」
を
３
つ
ま
で

あ
げ
る
設
問
で
、
最
も
多

か
っ
た
回
答
は
「
公
共
料
金

の
引
き
下
げ
」
で
27
・
１
％
。

「
単
価
の
引
き
上
げ
」（
23
・

０
％
）、「
仕
入
れ
価
格
の
引

き
下
げ
」（
21
・
２
％
）、「
労

働
力
の
確
保
」（
19
・
０
％
）、

「
税
金
・
記
帳
対
策
」（
16
・

４
％
）な
ど
が
続
き
ま
し
た
。

　

一
般
質
問
で
、
家
族
経

営
、
小
規
模
事
業
者
な
ら
で

は
の
要
望
を
把
握
し
、
施
策

化
す
る
こ
と
な
ど
を
求
め
ま

し
た
。

「
事
業
環
境
整
備
提
案

制
度
」
に
つ
い
て

　

昨
年
７
月
に
施
行
さ
れ
た

「
地
域
未
来
投
資
促
進
法
」

に
盛
り
込
ま
れ
た
「
事
業
環

境
整
備
提
案
制
度
」
で
は
、

「
地
域
経
済
牽
引
事
業
者
」

は
、
地
方
公
共
団
体
の
長
に

た
い
し
て
、
条
例
な
ど
の
各

種
規
制
の
緩
和
や
撤
廃
を
求

め
る
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

一
般
質
問
で
、
公
共
デ
ー

タ
の
民
間
提
供
、
優
良
農
地

の
安
易
な
転
用
な
ど
の
問
題

住
民
本
位
の
ま
ち
づ
く
り
を

　

人
口
減
少
時
代
を
迎
え
、

人
口
密
度
の
低
下
に
よ
り
、

行
政
の
非
効
率
化
や
生
活
の

利
便
性
の
低
下
を
招
か
な
い

よ
う
に
、
市
街
地
を
計
画
的

に
縮
小
し
よ
う
と
い
う
の
が

立
地
適
正
化
計
画
で
す
。

立
地
適
正
化
計
画

に
つ
い
て

　

都
市
計
画
区
域
内
の
市
街

化
区
域
の
範
囲
を
「
居
住
誘

導
区
域
」
と
い
う
形
で
３
割

程
度
、
縮
小
。「
居
住
誘
導

区
域
」
内
に
「
都
市
機
能
誘

導
区
域
」
を
設
定
し
ま
す
。

　

一
方
、「
居
住
誘
導
区
域
」

か
ら
外
れ
た
地
域
に
住
む
市

民
の
利
便
性
の
保
障
、「
都

市
機
能
誘
導
区
域
」
内
で
の

新
た
な
大
型
開
発
、「
居
住

誘
導
区
域
」
外
に
想
定
さ
れ

る
地
域
に
宅
地
開
発
が
進
ん

で
い
る
現
状
と
の
整
合
性
な

ど
の
課
題
が
あ
り
ま
す
。

　

代
表
質
問
で
、
住
民
へ
の

十
分
な
説
明
と
合
意
形
成
を

す
す
め
、
住
民
本
位
で
ま
ち

づ
く
り
に
あ
た
る
こ
と
を
求

め
ま
し
た
。

公
共
施
設
の
統
廃
合

に
つ
い
て

　

甲
府
市
の
計
画
で
は
、
今

後
30
年
間
で
、
公
共
施
設
を

延
べ
床
面
積
で
31
％
削
減
し

よ
う
と
し
て
い
ま
す
。

　

特
に
立
地
適
正
化
計
画
の

「
居
住
誘
導
区
域
」
外
で
は
、

公
共
施
設
の
統
廃
合
が
加
速

さ
れ
、
市
民
生
活
に
大
き
な

影
響
が
出
る
こ
と
が
考
え
ら

れ
ま
す
。

　

公
共
施
設
の
「
維
持
」「
統

合
」「
廃
止
」
の
方
針
を
出

す
に
あ
た
り
、
行
政
と
市
民

の
認
識
の
共
有
化
、
住
民
自

治
の
原
則
を
貫
く
な
か
で
慎

重
に
計
画
を
進
め
て
い
く
こ

と
が
大
切
で
す
。

　

代
表
質
問
で
、「
数
値
目

標
が
先
に
あ
り
き
で
、削
減
・

縮
小
を
住
民
に
押
し
つ
け
る

の
で
は
な
く
、
住
民
自
治
を

最
大
限
尊
重
し
、
住
民
参
加

と
合
意
の
も
と
で
取
り
組
む

べ
き
」
と
強
調
し
ま
し
た
。

国
母
駅
南
口
開
設
を

　

甲
府
市
の
都
市
計
画
の
案

で
は
、
国
母
駅
周
辺
な
ど
８

地
区
を
、「
都
市
機
能
誘
導

区
域
」
の
候
補
に
あ
げ
て
い

ま
す
。

　

し
か
し
、
国
母
駅
周
辺
地

区
の
場
合
、
生
活
の
利
便
性

向
上
の
障
害
と
な
っ
て
い
る

の
が
、
駅
南
側
か
ら
の
ア
ク

セ
ス
で
す
。

　

代
表
質
問
で
、
駅
南
口
の

開
設
を
求
め
た
と
こ
ろ
、
市

は
「
今
後
も
Ｊ
Ｒ
東
海
に
要

望
を
し
て
い
く
」
と
こ
た
え

ま
し
た
。

　

年
金
者
組
合
（
全
日
本
年
金
者
組

合
）
山
梨
県
本
部
甲
府
支
部
が
甲
府

市
議
会
に
出
し
た
請
願
が
、
本
会
議

で
可
決
さ

れ
ま
し

た
。

　

請
願
事

項
は
、
①
年
金
の
隔
月
支
給
を
国
際

水
準
並
み
に
毎
月
支
給
に
改
め
る
こ

と
、
②
年
金
の
支
給
開
始
年
齢
は
こ

れ
以
上
引
き
上
げ
な
い
こ
と
、
を
求

め
る
意
見
書
を
、
国
会
や
国
に
出
す

こ
と
で
す
。

　

採
決
で

は
、
日
本

共
産
党
、

政
友
ク
ラ

ブ
、
社
会
民
主
党
、
無
所
属
議
員
が

賛
成
し
ま
し
た
。
創
政
こ
う
ふ
、
公

明
党
は
退
席
し
ま
し
た
。

年
金
支
給
年
齢
引
き
上
げ
し
な
い
で

意
見
書
が
可
決
さ
れ
ま
し
た

を
あ
げ
、「
慎
重
で
あ
る
べ

き
」
と
指
摘
し
ま
し
た
。
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